


























































































区 分

給 料 6,500 給与改定に伴う 1,458

増減分

昇給に伴う 3,853 平均昇給率

増加分 昇給期

職員数

制度改定に伴う △ 7,435 会計年度任用職員制度

増減分 　非常勤職員　5人 → 会計年度任用職員　13人

その他の増減分 8,624

職 員 16,674 制度改定に伴う 5,569 住居手当 △ 488

手 当 増減分

期末勤勉手当 6,057

その他の増減分 11,105 扶養手当 1,756 職員の異動等による増減分

地域手当 1,100

住居手当 1,149

通勤手当 1,266

特殊勤務手当 313

時間外勤務手当 7,490

管理職員特別勤務手当 67

夜間勤務手当 318

休日勤務手当 △ 11,527

管理職手当 △ 866

期末勤勉手当 9,814

児童手当 225

　  　　　　　　　　　　本年度採用者（見込）　6人

期末勤勉手当支給月数　4.45月分 → 4.50月分

会計年度任用職員　　　0.00月分 → 2.60月分

職員の異動等による増減分

　　　　　増  減　　  　　  0人        11人         11人

職員数の異動状況　　　 （一般職） （再任用等）  （　計　）

手当の支給対象となる家賃額の下限を4,000円引上げ(12,000円 → 16,000円)

手当額の上限を1,000円引上げ(27,000円 → 28,000円)

手当額が2,000円を超える減額となる職員については、1年間、所要の経過措置

採用、退職の状況等　　　前々年度退職者　　　　9人

　  　　　　　　　　　　前年度退職者（見込）　6人

給与改定の状況　　前年度  給料の改定率　0.1%

　　　　　　　　　給与改定実施時期　平成31年4月1日

　　　　　本年度　　　　　278人　　　　20人　　　　298人

　　　　　前年度　　　　　278人　　　　 9人　　　　287人

備　　　　　　　考

1.44%

令和3年1月

278人

　（2）給料及び職員手当の増減額の明細

増減額

（千円）

増 減 事 由 別 内 訳

（千円）

説　　　　　　明

（千円）

－41－
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